
　前回は、消費税が定着した平成7年や9年においても、譲渡用住宅を一時期賃
貸用に供する場合の仕入税額控除という一連の否認事例と全く同じ内容の事例に
ついて、税務当局が課税資産の譲渡等にのみ要する課税仕入れに該当するとの回
答を行っていたという事実を明らかにするとともに、「課税資産の譲渡等にのみ
要するもの」の解釈を初めて示したさいたま地裁判決でもその一部が引用されて
いる平成24年の東京地裁判決についても検証した。
　さいたま地裁判決では、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」について「そ
の対価の額が最終的に課税資産の譲渡等のコストに入るような課税仕入れ等だ
けをいう」と、納税者に有利な解釈が示される一方で、個別対応方式における
課税仕入れの用途区分の判定基準について「客観的に判断するのが相当である」
という東京地裁の判決の一部がそのまま引用されているが、前回検証したよう
に、東京地裁では「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の解釈が示されたわ
けではなく、その適用方法（当てはめ）が示されたに過ぎない。それにもかか
わらず、さいたま地裁判決では、東京地裁判決で示された適用方法を先に示し
た後で解釈を示すという、通常の「解釈⇒当てはめ」という流れとは逆の構成
で判決文が書かれている。また、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」につい
て初めて解釈を示しながらも、これを判断基準として判断を行ったところが全
く見当たらない。
　今回は、このようなさいたま地裁判決を内容・構造の両面から詳しく分析し、
このような判決文が書かれた背景・理由とともに、同判決が内包する矛盾点に
迫る。

朝長英樹税理士×森・濱田松本法律事務所 大石篤史弁護士

消費税「課税資産の譲渡等に
のみ要するもの」の解釈（3）

既に仕入税額控除の否認が全国で数十件発生、訴訟に発展のケースも
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本対談の構成

1.適用条文の確認と本件課税の概要等（本誌739号掲載）
2.消費税法30条2項1号の創設時の解釈（本誌739号掲載）
3.本件課税前の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の解釈（本誌740号掲載）
4.平成24年1月19日の国税不服審判所の裁決の解釈（本誌740号掲載）
5.平成24年9月7日の東京地裁判決の検証（本誌740号掲載）
6.平成25年6月26日のさいたま地裁判決の解釈（今号掲載）
7.「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の正しい解釈と当てはめの仕方の確認
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さいたま地裁判決では東京地裁判決の「当て
はめ」の仕方に関する判示をそのまま借用
――平成25年6月26日のさいたま地方裁判所
の判決については、どのようにお考えですか。
朝長　さいたま地裁の事件においては、被告
（国）が準備書面（5）の「第3　個別対応方式に
おける課税仕入れの用途区分の判定基準につい
て」と題したところで先ほどの東京地裁の判決
の中の「……客観的に判断するのが相当であ
る」という部分をそのまま引用し、さいたま地
裁も判決の「第3　当裁判所の判断」の「2　
争点（1）（本件課税仕入れの目的）について」に
おいて「（1）課税仕入れの用途区分（法30条2
項1号）の判断基準」と題したところでそのま
ま使っています。このさいたま地裁の判決の該
当部分は、次のとおりとなっています。

ア　個別対応方式（法30条2項1号）により
控除対象となる仕入税額を計算する場合
には、当該課税仕入れが「課税資産の譲
渡等にのみ要するもの」、「課税資産の譲
渡以外の資産の譲渡等にのみ要するもの」
又は「課税資産の譲渡等とその他の資産
の譲渡等に共通して要するもの」のいず
れに区分されるものかを明らかにする必
要がある。
　　仕入税額控除は、流通過程における税

負担の累積を防止するため、一定の要件
の下に、資産等の譲渡に係る税額から仕
入税額を控除する制度であるが、法30条
の規定に照らすと、仕入れた資産が、仕
入日の属する課税期間中に譲渡されると
は限らないため、控除額の算定において
は、仕入れと売上げの対応関係を切断し、
当該資産の譲渡が実際に課税資産譲渡に
該当したか否かを考慮することなく、仕入
れた時点において、課税仕入れに当たる
か否かを判断するものとしたと解される。
　　このような制度趣旨にかんがみると、
上記用途区分は、当該課税仕入れを行っ
た日の状況等に基づき、当該課税仕入れ
をした事業者が有する目的、意図等諸般
の事情を勘案し、事業者において行う将
来の多様な取引のうちどのような取引に
要するものであるかを客観的に判断すべ
きものと解するのが相当である。
イ　「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
とは、課税資産の譲渡等を行うためにの
み必要な課税仕入れ等をいう。すなわち、
直接、間接を問わず、また、実際に使用
する時期を問わず、その対価の額が最終
的に課税資産の譲渡等のコストに入るよ
うな課税仕入れ等だけをいうと解される。

3 33

平成25年6月26日のさいたま地裁判決の解釈
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　この「ア」と「イ」の判示の仕方からする
と、この全体があたかも消費税法30条2項1号
の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の
「解釈」であるかのように錯覚しがちですが、
「ア」の最後の「このような制度趣旨にかんが
みると……客観的に判断すべきものと解するの
が相当である。」という部分は、「課税資産の譲
渡等にのみ要するもの」の解釈、すなわち「課
税資産の譲渡等にのみ要するもの」とは何か、
ということを述べたものではなく、解釈の「当
てはめ」の仕方、すなわち、解釈を事案に当て
はめて課税仕入れがいずれの区分となるのかと
いうことを判断するに当たってその判断をどの
ように行うべきであるのか、ということを述べ
たものです。
　解釈の「当てはめ」の仕方は、本来は、「解
釈」を述べた後で語るべきものです。
――「当てはめ」とは、「適用」と理解してよ
いのでしょうか。
朝長　はい。「「当てはめ」の仕方」とは、「適
用の方法」と考えて頂いて結構です。
　『消費税一問一答集』の「最終的に課税資産
の譲渡等のコストに入るような課税仕入れ等で
ある」ということを述べているところの見出し
は「「課税資産の譲渡等にのみ要する」ことの
意味」となっており、それが「解釈」を示すこ

とが明確です。これに対して、その解説におい
て「合理的に区分を行うべきことを念のために
明らかにしたものである」という説明がなされ
ている消費税法基本通達11−2−18の見出し
は「個別対応方式の適用方法」となっており、
それが「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
を含む部分の「適用」の方法を述べるものであ
ることが明確です。
　法の「解釈」と「当てはめ」の違いは、正し
く理解しておく必要があります。
　東京地裁の判決では、消費税法30条2項1号
の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の
「解釈」は示されないまま、「適用」の場面に関
する判示が行われている、ということです。
　そして、さいたま地裁判決では、東京地裁の
判決の上記の引用部分を「（1）課税仕入れの用
途区分（法30条2項1号）の判断基準」の「ア」
で述べた後で、それに続けて、「イ」で消費税
法30条2項1号の「課税資産の譲渡等にのみ要
するもの」の「解釈」を述べています。
大石　朝長先生のご指摘のとおり、「ア」で
は、3つの用途区分のいずれに該当するかを判
定するときに用いる当てはめの手法が示されて
おり、「イ」では、3つの用途区分のうちの1つ
である「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
とは何か、という解釈が端的に示されていま
す。つまり、消費税法30条2項1号において、
どのような要件を充足すれば「課税資産の譲渡
等にのみ要するもの」に当たるのか―すなわ
ち、何が要件事実か――ということをより端的
に示しているのは、「ア」ではなく、「イ」であ
るといえるように思います。具体的には、「対
価の額が最終的に課税資産の譲渡等のコストに
入るような課税仕入れ等」という要件を充足す
れば、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
に該当することを示したのが、「イ」であり、
「ア」は、そのような要件に事実を当てはめる
段階では、仕入れ時における事業者の「目的、

朝長英樹税理士
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意図等の諸般の事情」を勘案することを述べた
ものであると言えるように思います。
　「ア」は、先ほどご説明した東京地裁判決の
「課税仕入れの区分の判断については、同号の
文言等に即して、当該課税仕入れが行われた日
の状況に基づいてその取引が事業者において行
う将来の多様な取引のうちどのような取引に要
するものであるかを客観的に判断すべき」とい
う判示とほぼ同じ趣旨であると思いますが、さ
いたま地裁判決では、さらに、「事業者が有す
る目的、意図等諸般の事情を勘案」することが
加えられています。
　先ほどから申し上げているとおり、居住用建
物に関していえば、減価償却の有無を考慮する
と、「イ」は、結局、仕入れ時において棚卸資
産又は固定資産のいずれであったかによって結
論が異なってくると考えておりまして、そうだ
とすると、最終的には、販売を目的とした資産
であるか否か、という事業者すなわち事業者の
主観（内心）によって、課税関係が決せられる
と思っているところです。そうすると、居住用
建物の場合、事業者の「目的」は、本来、「イ」
の中に直接取り込んでよい概念だと思っていま
すが、この判決は、「ア」の中でそれを勘案す
ると指摘するに留まっています。
　ただ、さいたま地裁の考え方と私の考え方
は、大枠では同じであると思っておりまして、
異なるのは、事業者の販売目的を「対価の額が
最終的に課税資産の譲渡等のコストに入るよう
な課税仕入れ等」という要件事実を認定するた
めのもろもろの間接事実―これは判決が言うと
ころの「諸般の事情」ということになるかもし
れません――の一つと捉えるか、それとも、さ
らに法文への解釈を加えた上で、より端的に
「当該居住用建物が仕入れ時において販売を目
的とした資産であること」を要件事実そのもの
であると整理してしまうか、という点だけかも
しれません。

　いずれを要件事実として捉えるかという点
は、事業者の販売目的を要件事実と間接事実の
いずれに振り分けるかという法律上の技術的な
話であって、本質的な話ではなく、各事案にお
ける事実を要件に当てはめる段階では、結局、
同じ結論が導かれるのだと思っています。「対
価の額が最終的に課税資産の譲渡等のコストに
入るような課税仕入れ等」が要件事実であり、
居住用建物の場合は、「当該居住用建物が仕入
れ時において販売を目的とした資産であるこ
と」が、それを決定づける間接事実となると捉
えてもよいし、より端的に、「仕入れ時におい
て販売を目的とした資産であること」を、間接
事実より一つ上のレベルの要件事実に格上げし
てもよいのだと考えています。いずれのアプ
ローチをとったとしても、最終的には、もろも
ろの事実や証拠から、「対価の額が最終的に課
税資産の譲渡等のコストに入るような課税仕入
れ等」に当たると認定できるか否かが勝負の分
かれ目となってくると考えているところです。

「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の解
釈に、根拠も示さずに「だけ」という文言
を追加
朝長　上記のさいたま地裁判決の「イ」に判示
された解釈を『消費税一問一答集』などの解釈

対 談

大石篤史弁護士
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と比べてみると、「だけ」という文言が追加さ
れていることが分かります。
――どうして「だけ」という文言を追加したの
でしょうか。
朝長　さいたま地裁判決の事件の特殊性による
ものと考えられます。この事件においては、原
告（納税者）は、当初、マンションを「固定資
産」として計上して減価償却を行っており、原
告がマンションを売却しようとしていたことは
間違いないものの、外形的に見れば、原告が自
ら賃貸しようとしていたとも見える部分があっ
たわけです。
　判決は、この外形的に見て原告（納税者）が
自ら賃貸しようとしていたとも見えるところを
捉えて、課税仕入れが「課税資産の譲渡等とそ
の他の資産の譲渡等に共通して要するもの」に
該当する、という判断を下しています。
　つまり、「だけ」という文言は、原告（納税
者）が自ら賃貸しようとしていたとも見えるこ
とを理由にして「課税資産の譲渡等にのみ要す
るもの」に該当しないと判断することを強く正
当化する、という意図を持って追加された、と
考えられるわけです。
――事情が分からないまま判決を読むと、「だ
け」という文言があるのが本来の解釈であるか
のように勘違いしかねませんね。
朝長　この判示は、被告（国）の主張をそのま
ま書いたものです。
　被告（国）は、国税職員OBの税理士が著し
た『消費税「仕入税額控除制度」の改正とその
実務』（税務研究会出版局、平成23年11月25
日）という書籍の記述を証拠資料として提出
し、準備書面（4）でその記述を引用して、「すな
わち、「課税資産の譲渡等にのみ要する」課税
仕入れとは、〔中略〕最終的に課税資産の譲渡
等のコストに入るような課税仕入れ等だけを
い」い（乙第25号証。和氣光著「消費税仕入
税額控除制度の改正とその実務」104ページ）」

と述べています。
　この準備書面（4）の記述を読むと、上記の書
籍に「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入
るような課税仕入れ等だけをい」と記載されて
いると受け取ってしまうはずですが、上記の書
籍の104頁には、「最終的に課税資産の譲渡等
のコストに入るような課税仕入れ等のことで
す」と書かれており、最後の部分の「だけを
い」という文言は、存在しません。
――他の書籍等から引用をする場合に鍵括弧
を用いるのは、文言をそのまま引用するときで
すよね。こういう引用の仕方をしても良いので
しょうか？
朝長　良いわけがありません。
　被告（国）が行った引用の仕方に疑問が持た
れることは、改めて言うまでもありませんが、
裁判官に関しても、被告（国）の主張をチェッ
クすることもせずにそのまま鵜呑みにしている
だけなのではないか、という疑問を持たれるこ
とになると思います。
　消費税法30条2項1号も、「……要するもの
のみ
4 4

」となっているわけではありませんので、
「……課税仕入れ等だけ

4 4

」という解釈は、正確
な解釈とは言えません。
　ただし、「だけ」という文言を入れた影響が
「印象」のレベルに止まるものでしかないとい
うことも、よく理解しておく必要があります。
　例えば、全体を「A」「AかつB」「B」の3つ
に分けて、「「A」とはaをいう」と解釈した場
合と「「A」とはaだけ

4 4

をいう」と解釈した場
合とで、解釈の内容が変わるかというと、全く
変わりません。
大石　そうですね。私も、「だけ」という文言
が加わったことによって、必ずしも判示内容が
異なったという印象は受けていません。もとも
と、課税資産の譲渡等を行うために「のみ」必
要な課税仕入れ等を指すと判示していたところ
であり、その「のみ」という限定を、「だけ」



   No.742  2018.6.11 9

という文言でさらに加重するという趣旨までは
読み取れないという気がします。
　ただ、さいたま地裁判決は、一つ一つの文言
のニュアンスを、少しずつ少しずつ納税者に不
利に変えているという印象はありますね。これ
は、「語感」に近い問題なのかもしれません
が、そのような変更の積み重ねが、最終的に納
税者敗訴につながったという気もします。裁判
を遂行するにあたっては、そのような観点を常
に持ち、微妙な変更を許さないことが重要だと
思います。
　いずれにせよ、本件では、朝長先生ご指摘の
とおり、当初、居住用建物を「固定資産」とし
て計上して減価償却を行っていた事案である点
が、極めて重要だと考えています。仕入れ時に
おいて「固定資産」として計上されていた以
上、私が先ほどからご説明してきたところに従
えば、さいたま地裁の事案は「課税資産の譲渡
等とその他の資産の譲渡等に共通して要するも
の」に該当してしまう事案だった、ということ
かと思っています。先ほどの国税不服審判所の
裁決は、居住用建物を棚卸資産として取得した
という事案だったので、結論がおかしいように
思われたのですが、さいたま地裁の方は、販売
用の居住用建物ではあったものの、それを固定
資産として取得したという事案なので、結論自
体には特に違和感がないところです。
　もっとも、そのような結論を導くためには、
本来、「イ」で示されている「対価の額が最終
的に課税資産の譲渡等のコストに入るような課
税仕入れ等」に当たるか否かというメルクマー
ルを用いて、費用と収益の対応関係を検討する
プロセスがあってしかるべきだったと思うので
すが、残念ながら、この判決ではそのような検
討が行われていません。
　「イ」で、せっかく、どのような要件を充足
すれば「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
に当たるのか―すなわち、何が要件事実か――

を示しているにもかかわらず、その要件事実
は、その後どこにも用いられず、宙に浮いたま
ま、判決文が終わってしまっています。要件事
実を示した以上、そこに事実を当てはめるとい
う作業は、やはり必要だったのではないかと
思っています。
　一時的に賃貸することを想定しつつ販売用の
居住用建物を取得した場合は、その事実関係に
応じて、棚卸資産とすることもあるし、固定資
産とすることもあると理解しています。裁判所
としては、事実関係を踏まえて、それが棚卸資
産であるか固定資産であるかをしっかり認定し
たうえで―多くの場合、納税者の申告どおりに
認定されると思いますが、裁判所が別の認定を
することももちろんありえます――要件事実へ
の当てはめを行って欲しかったところです。

判決が「解釈」と「当てはめ」の順序を逆
転させた意図
朝長　さいたま地裁判決の「（1）課税仕入れの
用途区分（法30条2項1号）の判断基準」の判
示の中で、「だけ」というところよりも疑問があ
るのは、上記の「ア」と「イ」の前後関係です。
　本来は、裁判所の判断は、適用法令の解釈を
述べて、その後に、その解釈を事案に当てはめ
る、という順序となります。つまり、「解釈」
が先にあって、「当てはめ」が後にある、とい
う関係にならなければならないわけですが、さ
いたま地裁判決においては、それが反対になっ
ています。「客観的

4 4 4

に……」という「当ては
め」に関する判示が先にあって、「最終的

4 4 4

に
……」という「解釈」に関する判示が後になっ
ているわけです。
――論理的には、「「A」とはaをいう」という
解釈を述べた上で、「aに該当するのか否かは、
……から判断する」というように、「当ては
め」に関する話を後にするのが本来の順序です
よね。「a」という解釈が出てこないと、何を

対 談
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どのように当てはめるのかということも、決ま
らないはずですから。
　何故、さいたま地裁判決では、その順序を逆
にしているのでしょうか。
朝長　さいたま地裁判決を検証する場合には、
その点が非常に重要になると考えています。
　「解釈」の話と「当てはめ」の話を本来の順
序に戻すとすると、どのようなことが起こるの
かというと、まず初めに「最終的

4 4 4

に課税資産の
譲渡等のコストに入るような課税仕入れ」であ
るのか否かということに焦点が当たることにな
ります。
　被告（国）は、準備書面において、消費税法
30条2項1号の「課税資産の譲渡等に要するも
の」の解釈に何度も言及していますが、「最終
的」という文言が存在する解釈を述べるように
なったのは準備書面（4）の段階になってからで
す。準備書面（4）の段階になって、初めて、証
拠資料として提出した先ほどの『消費税「仕入
税額控除制度」の改正とその実務』の記述を引
用して、「すなわち、「課税資産の譲渡等にのみ
要する」課税仕入れとは、〔中略〕最終的に課
税資産の譲渡等のコストに入るような課税仕入
れ等だけをい」い（乙第25号証。和氣光著「消
費税仕入税額控除制度の改正とその実務」104
ページ）」と述べています。
――『消費税一問一答集』などにも書かれてい
るわけですから、国税当局は、最初から知って
いたはずですよね。しかも、自分達が持ってい
る『消費税一問一答集』からではなく、市販の
書籍から引用する形で解釈を述べている、とい
うことですか……。
朝長　被告（国）は、準備書面（4）の段階に
なってから、初めてこのように述べると同時
に、次のような主張を始めています。

納税者において課税資産を複数の用途に供
する目的ないし予定等がある場合において、

これらの目的等相互の主従やいずれが「最
終的な」目的であるかによって左右される
ことはない。

（第1、2（3））
　この被告（国）の準備書面（4）が提出された
のは平成25年1月10日ですが、その前の提出
書面は被告（国）の準備書面（3）で平成24年7
月25日に提出されています。この6ヶ月弱と
いう非常に長い空白期間に何が行われていたの
かという疑問が浮かんでくるわけですが、私
は、裁判所と被告（国）との間で口頭の遣り取
りがあった可能性があると考えています。税務
訴訟における口頭弁論は、事実上、書面の遣り
取りだけで、争点に関する遣り取りが行われな
いのが実態であるため、そのような状態で裁判
を進めようとすると、どうしても書面に書かれ
ていることを補ってもらう必要があるというも
のが出てくるはずです。このため、口頭弁論で
書類の遣り取りに関する話だけしかしないとい
う状態が続く限り、裁判所と被告（国）との間
の口頭の遣り取りも行わざるを得なくなること
があると考えていますが、そのような遣り取り
を行ったのであれば、その遣り取りを詳細に記
録して原告（納税者）にも伝えるべきである、
と考えています。
　このように、我が国の現在の税務訴訟に関し
ては、口頭弁論が本来のあり方から離れてし
まっており、それが税務訴訟における法令解釈
のレベルの低さの大きな原因の一つになってお
り、同時に、原告（納税者）の勝訴率の低さの
大きな原因の一つともなっている、と考えてい
るところです。
　話を元に戻しますと、被告（国）は、準備書
面（3）を出した後に、何らかの事情により、原
告（納税者）に先んじて「最終的に課税資産の
譲渡等のコストに入るような課税仕入れ等のこ
と」という解釈を自ら持ち出した方がよいとい
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う判断に至ったものの、「最終的な」目的で
「用途区分」の判断をするということになる
と、原告（納税者）に有利に働くことにならざ
るを得ないことから、「「最終的な」目的である
かによって左右されることはない」という解釈
をセットにして主張することとした、と推測さ
れます。
　被告（国）が準備書面（4）の段階になって初
めて「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入
るような課税仕入れ等のこと」という解釈と
「「最終的な」目的であるかによって左右される
ことはない」という解釈をセットにして主張す
るようになったという事実から、被告（国）に
とっては、「最終的に課税資産の譲渡等のコス
トに入るような課税仕入れ等のこと」という解
釈がウイークポイントになっている、というこ
とが分かります。
　このような「最終的に課税資産の譲渡等のコ
ストに入るような課税仕入れ等のこと」という
解釈と「「最終的な」目的であるかによって左
右されることはない」という解釈をセットにし
て主張するということは、準備書面（5）におい
てもそのまま引き継がれ、これが被告（国）の
解釈の一番大きな特徴となっています。
――判決文においては、被告（国）の主張の部
分でも、裁判所の判断の部分でも、「「最終的
な」目的であるかによって左右されることはな
い」という記述は出てきませんよね。
朝長　何故そのような一番大きな特徴のある解
釈が判決文に出てこないのかというと、裁判官
がそのようなセットの解釈は理屈に合わないと
考えたからだと推測されます。
　同じ条文について、「最終的に課税資産の譲
渡等のコストに入るような課税仕入れ等のこ
と」という解釈と「「最終的な」目的であるか
によって左右されることはない」という解釈と
が同時に成り立つという主張が正しいと判断す
る人が一体何処に居るのでしょうか。

　裁判官としても、この二つの解釈に関して
は、両方を採ることはできず、前者を採るしか
ないということは直ぐに分かったはずですが、
後者を採らないとしたら、どうすれば良いのか
ということを思案したものと思われます。
　その思案の結果の一つが、先ほど申し上げた
「解釈」に関する判示と「当てはめ」に関する
判示の順序の逆転ということになっているもの
と推測しています。
　「客観的に判断する」という話を先に持って
きて強調すればするほど、「最終的に課税資産
の譲渡等のコストに入るような課税仕入れ等の
こと」という本来の解釈による判断をする前
に、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」に
該当しないという判断が正しいように見えてく
ることになり、初めから答が決まった状態にす
ることができるわけです。そうすれば、「最終
的に課税資産の譲渡等のコストに入るような課
税仕入れ等のこと」という解釈を書くとして
も、その解釈を必ず判断に用いなければならな
いということにはならず、「「最終的な」目的で
あるかによって左右されることはない」という
ことを書く必要もなくなります。
　現実に、判決文は、「最終的に課税資産の譲
渡等のコストに入るような課税仕入れ等」とい
う解釈を示しているにもかかわらず、課税仕入
れが「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入
るような課税仕入れ等」であるのか否かという
ことを判断基準として判断を行った部分が1か
所もありません。
　これは、明らかにおかしいわけです。
――「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」と
は「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入る
ような課税仕入れ等」という解釈を示しなが
ら、この事件の課税仕入れが「最終的に課税資
産の譲渡等のコストに入るような課税仕入れ
等」であるのか否かという判断は全く行わない
で、「用途区分」について「客観的」な判断だ

対 談
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けを行っている、ということですか。
大石　そうですね。先ほど申し上げたとおり、
「対価の額が最終的に課税資産の譲渡等のコス
トに入るような課税仕入れ等」という要件を充
足すれば、「課税資産の譲渡等にのみ要するも
の」に該当することを示したのが、「イ」であ
り、「ア」は、そのような要件に事実を当ては
める段階では、仕入れ時における事業者の「目
的、意図等の諸般の事情」を勘案することを述
べたものであると言えると考えています。そし
て、「目的、意図等の諸般の事情」は、間接事
実にあたると言えるのではないかと思います。
　論理的には、「ア」と「イ」のどちらが先で
あっても、判決文は書けるように思います。た
だ、通常は「イ」の規範をしっかり示すのが当
然先でしょうね。また、この判決は、要件事実
である「イ」を指摘しておきながら、それを事
実の当てはめに使わないまま終わらせていると
いう点に、大きな問題があります。
　「ア」と「イ」の順序を逆にしてしまうと、
「イ」への事実の当てはめを回避しにくかった
という面があったのかもしれません。「イ」に
事実を当てはめていこうとすれば、必然的に、
「コスト」という概念にも、正面から向き合う
必要が出てきたはずですが、そうしてしまう
と、納税者敗訴の判決を書けなくなってしま
う、と裁判所が考えた可能性はあります。

さいたま地裁判決も、「客観的」という用語
の意味を都合よく替えて用いている
朝長　さいたま地裁判決は、この「客観的」と
いう用語を「外形的」という意味合いで用いて
いるわけですが、これが「客観的」という用語
の正しい使い方ではないということは、東京地
裁判決のところで述べたとおりです。
　本来は、事業者が実際に持っていた最終的な
目的がどのようなものであったのかということ
によって判断をしなければならないにもかかわ

らず、この判決は、「客観的」という用語を用
いることによって、その判断を事業者が実際に
持っていた最終的な目的にかかわりなく行うも
のであるかのごとく説明し、現にそのように判
断をしています。
　つまり、「客観的」という用語は、事業者が
実際に持っていた目的によって判断をしないよ
うにするという意図を持って被告（国）の準備
書面と裁判所の判決文に挿入されている、と言
わざるを得ないわけです。
――東京地裁の事件において被告（国）が言い
出したことを東京地裁がそのまま採用して判決
文の中に判示として入れ、その判示をさいたま
地裁の事件において被告（国）が引用し、さい
たま地裁がその引用をそのまま使っている、と
いうことですね。
朝長　そうです。
　しかし、さいたま地裁の事件においては、東
京地裁の事件とは異なり、「最終的に課税資産
の譲渡等のコストに入るような課税仕入れ等」
という解釈が示されていますので、東京地裁の
事件のとき以上に、「客観的」という用語を使
うことの適否等を考えなければならない状況に
あった、と言ってよいと考えています。
大石　裁判所は、「用途区分は、当該課税仕入
れを行った日の状況等に基づき、当該課税仕入
れをした事業者が有する目的、意図等諸般の事
情を勘案し、事業者において行う将来の多様な
取引のうちどのような取引に要するものである
かを客観的に判断すべき」として、たしかに
「客観的な」という文言を判断基準において用
いており、また、当てはめの中でも、「客観的
な」という文言を何度か用いています。
　ここでいう「客観的な」という文言の意味で
すが、裁判所としては、納税者の言いなりに
なって用途区分を認定するのではなく、「間接
事実や証拠」を踏まえて、客観的に、要件事実
―主観的な要素を含むことは何度も申し上げて
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いるとおりですが――を認定する必要がある、
ということが言いたかったのかもしれません
ね。「善意」「悪意」とか、「故意」「過失」と
か、主観的な要件事実には様々なものがありま
すが、それらは納税者が自由に決められるもの
ではなく、客観的な間接事実や証拠から、合理
的な経験則を踏まえて認定されるべきものです。
　この判決は、「イ」において「対価の額が最
終的に課税資産の譲渡等のコストに入るような
課税仕入れ等」という要件事実を示しており、
本当は、そこに、「販売目的の有無（=棚卸資
産への該当性）」という決定的な間接事実を当
てはめていく必要があったと考えているのです
が、そのような検討が行われなかったことが残
念でなりません。

判決は、「合理的」という用語を「客観的」
という用語に差し替えて不適切な判断をし
ている
――判決では、「このような制度趣旨にかんが
みると……客観的に判断すべきものと解するの
が相当である。」と述べていますよね。「制度趣
旨」からすると「客観的」に判断をしなければな
らないということにはならないのでしょうか？
朝長　判決では「制度趣旨」が次のように語ら
れています。

法30条の規定に照らすと、仕入れた資産
が、仕入日の属する課税期間中に譲渡され
るとは限らないため、控除額の算定におい
ては、仕入れと売上げの対応関係を切断し、
当該資産の譲渡が実際に課税資産譲渡に該
当したか否かを考慮することなく、仕入れ
た時点において、課税仕入れに当たるか否
かを判断したものと解される。

（第3、2（1）ア）
　仕入税額控除の制度は、ここで書かれている
ように、「仕入れた資産が、仕入日の属する課

税期間中に譲渡されるとは限らない」というこ
とに特に留意しながら創られたことは間違いな
いわけですが、ここで書かれていることは、
「課税仕入れに当たるか否か」についての「判
断」のことであって、「用途区分」の「判断」
のことではありません。
　よく読んで頂くと分かるとおり、ここで書か
れていることから導かれることは、仕入れた時
点において事業者が持っていた目的によって割
り切って判断する必要があるということであっ
て、事業者の目的を外形的に捉えて判断する必
要があるということではありません。
　例えば、『消費税一問一答集』には「税額控
除等」として133件の取扱い例が示されていま
すが、その中には、「合理的」という用語を用
いて取扱いを説明したものが6件もある一方
で、「客観的」という用語を用いて取扱いを説
明したものは、1件もありません。
　ところが、東京地裁判決とさいたま地裁判決
においては、「合理的」という用語は全く用い
ずに、「客観的」という用語を強調して用いて
各所で「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
には該当しないという判断を行っています。
　私が確認したところでは、東京地裁判決の前
に、国税当局やその現職の職員又はOBが著し
たものの中に、「客観的」という用語を用いて
仕入税額控除の取扱いを説明したものは、全く
存在しません。
　これらの事実を見ただけでも、東京地裁判決
とさいたま地裁判決において「客観的」という
用語を用いて判断を行っていることには疑問が
ある、ということが分かるはずです。
――東京地裁判決から突然「客観的」という用
語が出てきて強調され始めたのは何故かという
疑問を持たざるを得ないわけですね。
朝長　そうです。
　昭和63年12月に制定された消費税法取扱通
達11－1－25においては、その見出しのとお

対 談



▶（仕入税額控除方式の適用関係）
11－1－25　法第30条第2項第1号《個別対応方式による仕入税額控除》に規定する方法（以下
11－1－26までにおいて「個別対応方式」という。）により課税仕入れ等の税額を計算する場
合において、その課税期間中において行つた課税仕入れ等については、必ず課税資産の譲渡等
にのみ要するもの、その他の資産の譲渡等にのみ要するもの及び課税資産の譲渡等とその他の
資産の譲渡等に共通して要するものとに合理的に区分する必要があるのであるから留意する。
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り「仕入税額控除方式の適用関係」が定められ
ていましたが、そこでは、次のとおり、「合理
的に区分する必要があるのであるから留意す
る。」とされていました。
　この消費税法取扱通達11－1－25は、現在、
先ほど述べた消費税法基本通達11－2－18（個
別対応方式の適用方法）となっており、そこで
は、上記の「合理的に区分する必要があるので
あるから留意する。」という部分は「区分しな
ければならない。」と変わっており、「合理的」
という用語は「留意」という用語とともに消え
ているわけですが、同通達の解説では、「本通
達は、〔中略〕合理的に区分を行うべきことを
念のため明らかにしたものである。」（三宮修編
『消費税法基本通達逐条解説』573頁、大蔵財
務協会、平成19年6月27日）と述べられてい
ます。
――なるほど。「用途区分」は、制度の趣旨か
らすると、「客観的」に行わなければならない
ということではなく、「合理的」に行わなけれ
ばならないということが明確なわけですね。
朝長　そうです。

　先に引用したさいたま地裁の判決の「ア」の
「このような制度趣旨にかんがみると、上記用
途区分は、〔中略〕客観的に判断すべきものと
解するのが相当である。」という部分と、上記
の消費税法取扱通達11－1－25とを並べて見
てみると、いずれも「用途区分」の仕方を述べ
ていることが分かりますが、消費税法30条2項
1号の「用途区分」について、通達では「合理
的」に行わなければならないとされており、一
方、判決では「客観的」に行わなければならな
いとされています。
　つまり、判決は、「合理的」という用語を削
除し、「客観的」という用語を新たに挿入する
ことにより、「合理的」という用語を「客観
的」という用語に差し替えているわけです。
　これをもう少し正確に言えば、「合理的」と
いう用語と「客観的」という用語は、使い方が
異なり、「合理的」という用語は「合理的に区
分する」や「用途区分は合理的に行う」という
ように使うべきもので、「客観的」という用語
は「……に該当するのか否かを客観的に判断す
る」というように使うべきものですから、判決
は、「合理的に区分する」や「用途区分は合理
的に行う」という話をしなくなり、一方で、
「……に該当するのか否かを客観的に判断す
る」という話だけをするようになった、という
ことです。
　「合理的に区分する」や「用途区分は合理的
に行う」という話をしないことでどうなるのか
というと、「最終的な事業者の目的」の如何に
よって「用途区分」を行うのが「合理的」であ
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るということを確認する場がなくなる、という
ことになります。
　上記の消費税法取扱通達11－1－25等で「合
理的」という用語を用いて述べられていること
は、「用途区分は合理的に行う」ということでな
ければならないということです。「用途区分は合
理的に行う」ということになると、「2　消費税
法30条2項1号の創設時の解釈」（本誌739号17
〜21ページ）において、「課税資産の譲渡等に
のみ要するもの」と「その他の資産の譲渡等に
のみ要するもの」の双方について、立法の観点
や国税庁が示した解説等から確認したように、
「用途区分」は「最終的な事業者の目的」によっ
て行うべきである、ということになるわけです。
――「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」や

「その他の資産の譲渡等にのみ要するもの」の
解釈からすると、「最終的な事業者の目的」の
如何によって「用途区分」を行うのが「合理
的」であるということになるが、それを確認す
ることができなくなる、ということですね。
朝長　そうです。
　「5　平成24年9月7日の東京地裁判決の検
証」において、何故「合理的」という用語を
削ったのかということが重要であると述べまし
たが（本誌740号13ページ）、「合理的」という
用語を削るということは、即ち、「用途区分」
は「最終的な事業者の目的」によって行うべき
ものであるという話を削る、ということを意味
しているわけです。平成24年9月7日の東京地
裁判決においては、「用途区分」は「最終的な
事業者の目的」によって行うべきものであると
いうことが全く語られていませんし、さいたま
地裁判決においても、「すなわち、直接、間接
を問わず、また、実際に使用する時期を問わ
ず、その対価の額が最終的に課税資産の譲渡等
のコストに入るような課税仕入れ等だけをいう
と解される。」という記述はあるものの、単に
被告（国）が準備書面で書いたことをそのまま

写しているだけで、「用途区分」は「最終的な
事業者の目的」によって行うべきものであると
いう話は、事実上、全く語られていない状態と
なっています。
　消費税法取扱通達11−1−25等には、「用途
区分」を「合理的」に行うということがどのよ
うなことかということについて、「合理的」で
はない「用途区分」の非常に初歩的な例が1つ
だけ挙げられている（消費税法基本通達11－2
－18）のみで、詳しいことは書かれていない
わけですが、「2　消費税法30条2項1号の創設
時の解釈」のところで述べたとおり、立法の観
点からしても「用途区分」は「最終的な事業者
の目的」によって行うべきものであると考えら
れるわけですし、『消費税一問一答集』や取扱
事例においても、「その他の資産の譲渡等にの
み要するもの」の区分を含めて、現にそのよう
になっているわけですから、このような事情を
踏まえると、やや判断が難しいマンションの取
得と譲渡を行う事業者の仕入税額控除における
「用途区分」を行うに当たっては、「用途区分」
を「合理的」に行うということの意味を一歩踏
み込んで確認することが必須であった、と考え
られます。
――「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」と
は「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入る
ような課税仕入れ等」と解釈をするべきである
とされているわけですから、その解釈によると
すれば、「最終的な事業者の目的」によって

「用途区分」を行う必要があり、それが「合理
的」な「適用」の仕方ということになる、とい
うことですね。
朝長　そういうことです。
　平成24年9月7日の東京地裁判決とさいたま
地裁判決は、『消費税一問一答集』の中の「「課
税資産の譲渡等にのみ要する」ことの意味」と
いうところで書かれていること、即ち、消費税
法30条2項1号の「課税資産の譲渡等にのみ要

対 談
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するもの」の「解釈」に関して、十分に語って
いない、と考えられるわけですが、それだけで
はなく、消費税法基本通達11－2－18におい
て「個別対応方式の適用方法」として書かれて
いること、即ち、その「解釈」の「適用」に関
しても、深く語っていない、ということです。
　繰り返しになりますが、『消費税一問一答集』
や取扱事例においては、「課税資産の譲渡等に
のみ要するもの」や「その他の資産の譲渡等に
のみ要するもの」に該当するのか否かという疑
問が湧くものについては、現に、「最終的」や
「将来的」という用語と「目的」や「使用目的」
という用語を用いて用途の区分が行われている
わけですから、個別対応方式を適用するに当
たって、「合理的」に用途を区分するということ
がどのようなことであるのかということを少し
深めて確認しさえすれば、それだけでも、東京
地裁とさいたま地裁のケースは、結論が変わっ
た可能性がないとは言えない、と考えています。
――「制度趣旨にかんがみると〔中略〕客観的
に判断すべきものと解するのが相当である。」
と言われると、それはそうだろうな、と思って
特に違和感を覚えることもなく読み進んでしま
いがちですが、実はそこには大きな問題が潜ん
でいたというわけですか。
朝長　先ほど申し上げたように、「客観的」と
いう用語は、本来は、「「課税資産の譲渡等にの
み要するもの」とは、……をいう」というよう
な解釈があって、その「……」に該当するのか
否かを「客観的に判断する」というような使い
方をすることになるわけですが、さいたま地裁
判決においても、東京地裁判決と同様に、その
解釈が適切に語られていないために、「客観
的」に判断するべきものを誤り、「外形的」に
判断することとなっている、ということです。
　さいたま地裁の判決文においては、先ほど申
し上げたように、「したがって、本件マンショ
ンの取得の用途区分は、同日の状況に基づいて

客観的に判断すべきこととなる。」と述べた上
で、「客観的」という用語を用いて4か所で判
断を行っています。この「客観的」という用語
を用いて判断を行っている4か所について「客
観的」という用語を「外形的」という用語に置
き換えてみると、「外形的には、本件課税仕入
れ時には、同契約は存続していたといわざるを
得ない」「外形的に見て、本件マンションを販
売する又はその信託受益権を譲渡する目的で取
得したということは否定できない」「外形的に
みて、本件マンションを住宅として貸し付ける
目的で取得したと認めるのが相当である」「外
形的にみて、賃貸のための行動であることが明
らか」というように、何らおかしくない内容の
文章となります。
　消費税法30条2項1号の「課税資産の譲渡等
にのみ要するもの」に該当するのか否かという
ことは、「最終的な事業者の目的」という事業
者の主観（内心）を判断するものですから、事
業者の主観（内心）とは関係なく「外形的」に
判断をするなどということはできないわけです
が、さいたま地裁の判決は、現実には、そうい
うことになっているわけです。
　このような判断は、「用途区分」の正しい判
断とは言えません。
　この点に関しては、また最後の「7　「課税資
産の譲渡等にのみ要するもの」の正しい解釈と
当てはめの仕方の確認」のところで具体的に述
べることとします。
――なるほど。一見、当たり前と誤解しがちな

「客観的」という用語を用いることによって牽
強付会な判断をしていると言われても仕方がな
い、ということですね。
朝長　そうです。
　国税当局が税法の解釈を正当な根拠もなく改
変して手のひらを返したような課税を始めるな
どということは、許されることではありません
し、裁判所が結論を先に決めてその結論に合う
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ように解釈を都合よく改変して判示するなどと
いうことも、あってはならないことです。
　東京地裁の判決とその後のさいたま地裁の判
決の中に、「客観的」という用語や「だけ」と
いう文言が入ってきた状況をよく観察すると、
法令の正しい解釈が裁判を経るごとに歪められ
ていく、ということがよく分かります。このよ
うな現象は、法人税法132条（同族会社等の行
為又は計算の否認）の解釈などにも見られるも
ので、決して珍しいことではありませんが、本
来、あってはならないことです。
　そういう意味でも、本件の課税問題におい
て、歪められつつある消費税法30条2項1号の
「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の解釈
を正しいものに戻すことには、大きな意義があ
る、と考えています。
大石　判決が言うところの「客観的」という文
言の意味にもよりますね。「対価の額が最終的
に課税資産の譲渡等のコストに入るような課税
仕入れ等」であること、という要件事実―居住
用建物の場合、これは「販売を目的とした資産
であること（=棚卸資産に該当すること）」と
実質的に同義であると考えていることは、繰り
返しお話しているとおりですが――を構成する
納税者の「主観」（目的）を無視するという趣
旨であれば大問題ですが、そうではなく、要件
事実を間接事実と証拠から「客観的」に認定す
る必要がある、ということを言っているだけか
もしれません。そのような認定は、当然のこと
ながら、経験則を踏まえて「合理的」に行う必
要がありますので、そのような整理によるので
あれば、「客観的」という文言と、「合理的」と
いう文言に、それほど大きな乖離はないのかも
しれません。
　ただ、ここでも、さいたま地裁判決が、一つ
一つの文言のニュアンスを、少しずつ少しずつ
納税者に不利に変えているのではないか、とい
う印象を受けます。朝長先生のおっしゃるよう

に、「合理的」という言葉が「客観的」に差し
替えられ、さらに「客観的」が「外形的」とい
う意味に用いられることにより、納税者の主観
を無視ないし軽視することを正当化するための
ロジックとして用いられているとすれば大問題
ですね。そのような変更の積み重ねが、納税者
敗訴につながった面はあるかもしれません。
　ここでのポイントは、「対価の額が最終的に
課税資産の譲渡等のコストに入るような課税仕
入れ等」という要件事実は、一見すると、事業
者の主観（内心）に着眼していないように見え
るものの、居住用建物の場合、結局は、棚卸資
産に該当する販売用不動産（=販売を目的とし
た資産）と、固定資産に該当する販売用不動産
（=それ以外の資産）とのいずれに区分される
かによって、結論が異なってくるということで
はないかと思っています。結局、事業者の主観
（内心）が結論を分けるということだと思います。

判決は十分な情報がない状態で被告（国）
の主張を追認したもの
――さいたま地裁の裁判では、『消費税一問一
答集』などが証拠資料として提出されているの
でしょうか。
朝長　いいえ。
　さいたま地裁の裁判では、消費税法30条2項
1号の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
の解釈に関する資料として提出されているもの
は、先ほどの『消費税「仕入税額控除制度」の
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改正とその実務』と『消費税法基本通達逐条解
説』くらいです。
――本日教えて頂いたような情報があるのか否
かで、「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」
の解釈も、また、課税の適否の判断も、全く
違ってきますよね。
朝長　さいたま地裁の事件も、十分な情報が提
出されていれば、解釈の当てはめの部分と課税
の適否の判断とが変わっていた可能性があるの
ではないかと思われます。
　国税当局だけが大量の情報を持ち、一方で、
納税者が乏しい情報しか得られないという状態
が続く限り、問題の根本的な解決は難しいとい
うことだと思います。
大石　先ほどご説明のあった平成7年や平成9
年当時の情報などは、一般的にアクセスが容易
でない情報です。税務訴訟では、課税庁側のみ
に情報が偏在していることが多く、納税者側が
不利な戦いを強いられることがあるのは事実で
すね。実際に、税務訴訟の中で文書提出命令を
申し立てたものの、裁判所に認められなかった
という経験もあります。本来は、立法上の手当
により、情報の偏在が解消されればよいのです
が、当面は、情報公開法に基づく開示請求や、
民事訴訟法に基づく文書提出命令の申立てなど
の策を講じていくしかないかもしれません。

「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」=
「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入る
ようなもの」を再確認した点は評価すべき
朝長　さいたま地裁の判決は、このようなさま
ざまな問題があるものの、消費税法30条2項1
号の「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」が
「最終的に課税資産の譲渡等のコストに入るよ
うなもの」であるという解釈を司法が初めて正

しいと判断したという点では、評価するべきも
のとなっています。
――この点はかつての国税当局の主張に沿って
いますね。
大石　そうですね。要件事実を定立したという
意味において、ご指摘の点は、国税不服審判所
の裁決と比較すると、大きな前進といえるよう
に思います。これは、消費税法であっても、費
用と収益の対応関係を判定する、という国税庁
の考え方を裁判所が明示的に取り入れたもので
あり、重要な意義があると思っています。た
だ、要件事実を定立しておきながら、その当て
はめを行っていないという点は、やはり残念で
す。
――時代が変わると解釈が変わることがあって
も止むを得ないのかもしれないという想いが頭
の片隅にあったのですが、こうしてお話を聞き
すると、そういう問題ではないですね。
朝長　法は生きた現実に適用されるものですか
ら、法の解釈は、時代と共に変わることがある
わけですが、当然のことながら、改正が行われ
ない限り、解釈は変わりようがないというもの
もあります。
　本件で問題となっているのは、事業者の目的
が何かということによって取扱いを変えるとい
う規定の解釈ですから、その規定が適用される
ことになる現実がどのように変わったとして
も、その解釈は、その規定の改正が行われない
限り、変わりようがありません。つまり、本件
で問題となっている消費税法30条2項1号の
「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」の解釈
は、「時代が変われば解釈も変わる」というよ
うな類のものではない、ということです。
大石　まったくおっしゃるとおりかと思います。

（第4回に続く）


